
【企業活動基本調査として把握すべき調査項目】
☆セグメント情報
・従業者数（組織別）【２事業組織及び従業者数】

・子会社・関連会社数（出資比率別、国内・海外別、業種別）【３親会社、子会社・関連会社の状況】

・売上高（品目別又は事業別）【５事業内容】

☆企業間取引に関する情報
・財・サービスの海外との取引、関係会社との取引【６取引状況】

・企業の外部委託（関係会社内外での分担、取引）【７事業の外部委託の状況】

☆本社活動に関する情報
・研究開発、特許等の知的財産等【８（１）（２）研究開発、９技術の所有及び取引状況】

☆能力開発
・人的資産に対する投資【８（３）能力開発】

☆組織再編行為
・直近１年間の組織再編の状況（吸収合併、分社化等）【１企業の概要】

☆企業の経営基盤、関係会社内の資金調達手法等
・資産、負債の内訳、関係会社への投資、配当金等【４資産・負債及び純資産並びに投資】

【企業活動の把握・分析の観点】
☆企業間の関係の把握（親・子・関連会社との関係）
☆組織再編（企業をとりまく競争環境の変化に応じた組織再編）
☆多角化（異なる財・サービスの関係、事業の拡張と本業からの乖離）
☆国際化（国内外・関係会社間の取引関係、国際的分業）
☆投入（資本､労働､研究開発）と産出（財､サービス生産､売上高､知的財産権）の一体的把握
☆付加価値の分析（企業組織、従業者、取引関係）
☆業種別、規模別等における労働生産性等
☆知的財産戦略（競争力強化への取組み） 他

☆経済産業政策の企画・立案や検証の基礎資料
☆企業における経営戦略等の基礎資料

具体的には、
☆産業組織政策…企業間、企業内組織の再編等の産業組織の改善
☆産業資金政策…資金調達の円滑化・効率化等に関する諸問題への対応
☆産業構造政策…グローバル化、国際競争の激化等の大きな構造変化への対応
☆産業人材政策…総合的な人材育成対策（産業競争力強化、創業・起業促進等）
☆知的財産政策…知的財産の推進対策
☆通商貿易政策…サービス貿易や国際投資の促進
☆経営戦略…経営改善や競争力の向上等
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